
都市の維持管理に関するデータ
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○ 県が管理するインフラの多くは、高度経済成長期以降に建設されており、今後、大量の施設が耐用年数を経過する。
○ ひょうごインフラ・メンテナンス10箇年計画（R1～R10年度）に基づき、計画的・効率的な対策を進めていく必要がある。

区 分 2019 2029 2039
橋梁（50 年経過） 41％ 62% 79%
排水機場（30 年経過） 39％ 69% 82%
水門・堰（30 年経過） 53% 78% 91%

老朽化施設の割合（土木インフラ）

出典 ひょうごインフラ・メンテナンス10 箇年計画（R2.3 改定）

主要施設の年度別建設数

都市施設の老朽化、施設の維持管理や更新

23



出典 国土交通省 今後の市街地整備のあり方に関する検討会とりまとめ 参考資料（R2.3）

堅牢性の高い建物・都市基盤等の老朽化・陳腐化
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地球環境・景観・生物多様性の保全に関するデータ
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良好な自然環境の喪失・劣化とそれに伴う生物多様性の損失
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兵庫県 維管束植物レッドリスト
出典 ひょうごの環境より兵庫県作成

30by30ロードマップ

30by30とは
2030年までに陸と海の30％以上を保全する目標

A種：兵庫県内において絶滅の危機に瀕している種
B種：兵庫県内において絶滅の危機が増大している種
C種：兵庫県内において存続基板が脆弱な種

要注目種：最近減少が著しい種、自然環境の指標となる種
要調査種：生息の実態がほとんど分からないことで、現在の知見で貴重性の評価はできないが今後の調査によっては

貴重種となる可能性のある種

〇 2021年のG7サミットにおいて、｢ネイチャーポジティブ｣や｢30by30目標｣に取り組むことが約束された。
〇 兵庫県版レッドリストでは、昆虫類及び維管束植物ともに10年間で絶滅種が増加している。
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カーボンニュートラル、脱炭素化の要請
〇 【国】2050年カーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言（R2.10）
【県】2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを表明（R2.9）
兵庫県地球温暖化対策推進計画を改定（R4.3）し、2030年度温室効果ガス削減目標を2013年度比▲48％に強化

表１ 兵庫県における温室効果ガス排出量の内訳と部門ごとの削減率（ 2030 年度目標▲48％ ）

出典 兵庫県地球温暖化対策推進計画
図１ 兵庫県の温室効果ガス削減目標

旧目標値

図２ 温室効果ガス排出量の年度別推移
出典 国土交通省｢都市計画基本問題小
委員会中間とりまとめ参考資料｣ 図３ 二酸化炭素総排出量の内訳（2020）27



農地の減少、耕作放棄地の拡大
○ 本県の農地は年々減少している一方で、耕作放棄地は拡大。2015年には、経営耕地面積に占める耕作放棄地面積は12％
○ 市町別では、上位３市（淡路市、姫路市及び豊岡市）の耕作放棄地面積(1,846ha)で全体(6,908ha)の約1/4を占める

出典 農林水産省「農林業センサス」
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都市農地・緑化の必要性

生産緑地地区面積の推移 出典 兵庫県資料

【H4】616.4ha ➟ 【R4】 485.8ha ▲21.2%

○ 近年、都市部においても、農地は「あるべきもの」と見直されている。
○ 生産緑地地区（神戸市及び阪神間の各市）の面積は、平成4年の当初決定時から21.2％減少
○ 人口集中地区（DID）における緑地割合は、緩やかに上昇

29

農業の多様な役割
都市緑地による便益

• 大気や水質の改善、騒音の低減、異常気象の影響の緩和を通じて、
都市生活における環境に起因する健康リスクを軽減することができ
る。

• ストレス緩和とリラックス効果、身体活動、住民の相互交流の促進、
コミュニティの結束強化を通じて、健康とウェルビーイングを支え
促進する。

• これらの便益には、精神的、身体的な健康の増進、認知・免疫機能
の向上、死亡率の低下が含まれる。

出典「都市緑地 実践のためのガイドブック」（WHO欧州地域事務局、2017）

出典 農林水産省｢都市農地の役割｣
平成25年度 平成30年度

人口集中地区（DID）における
緑地割合 23.9％ 24.6％

都市の緑化の状況（兵庫県内）

広場の芝生化（神戸市） 屋上緑化（芦屋市）



産業立地ニーズの変化に関するデータ
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産業構造の変化
○ 製造業の存在感が全国的に低下しているが、兵庫県では依然大きなシェアを保っている。
○ 近年、様々なサービス産業の発展により、経済活動全体のサービス業化が進んでいる。

国内総生産の経済活動別構成比の変化

31

第2次産業 34.9% 第3次産業 62.0%

第2次産業 25.9% 第3次産業 73.1%
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農林水産業 製造業 鉱業・建設業 卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 サービス業

第2次産業 39.4% 第3次産業 59.3%

第2次産業 32.9% 第3次産業 66.7%

出典 内閣府「国民経済計算」及び兵庫県「県民経済計算」

※「サービス業」内訳（兵庫県 2020年度）
保健衛生・社会事業：9.4% 専門・科学技術、業務支援サービス業：7.1%
教育：4.3% 電気・ガス・水道・廃棄物処理業：4.2%
公務：3.1% 宿泊・飲食サービス業：1.6% その他サービス業：3.9%

※



2017 2018 2019 2020 2021 2022
件数順位 件数（件） 面積(ha) 件数順位 件数（件） 面積(ha) 件数順位 件数（件） 面積(ha) 件数順位 件数（件） 面積(ha) 件数順位 件数（件） 面積(ha) 件数順位 件数（件） 面積(ha)

➀静岡 97 97.2 ➀愛知 82 86.4 ➀愛知 80 82.9 ➀茨城 65 95.3 ➀愛知 60 67.5 ➀愛知 61 72

②群馬 62 55.4 ②群馬 69 75.2 ②静岡 78 96.3 ②愛知 60 82.4 ②茨城 51 99.4 ②茨城 60 116

③兵庫 59 70.8 ③茨城 69 147.4 ③茨城 66 151.4 ③静岡 54 63.5 ③岐阜 50 75.5 ③岐阜 56 69

④愛知 51 46.3 ④静岡 67 61.9 ④群馬 59 65.4 ④群馬 52 51.6 ④群馬 49 67.2 ④静岡 52 48

⑤茨城 46 87.2 ⑤兵庫 56 42.9 ⑤岐阜 53 43.5 ⑤岐阜 46 49.8 ④静岡 49 71.9 ⑤兵庫 48 58

⑥福岡 40 61.2 ⑥岐阜 43 54.7 ⑥兵庫 48 52.7 ⑥兵庫 39 48.3 ⑥兵庫 48 50.8 ⑥群馬 39 32

⑦長野 39 45.2 ⑥福岡 43 54.9 ⑦新潟 38 35.4 ⑦栃木 36 92 ⑦埼玉 40 52.7 ⑦栃木 35 45

⑧栃木 38 96.7 ⑧新潟 42 55.5 ⑧長野 32 60.4 ⑧新潟 28 21.7 ⑧新潟 33 34.4 ⑧新潟 34 30

⑨埼玉 37 31.6 ⑨埼玉 41 52.4 ⑧奈良 32 18.8 ⑧三重 28 36.7 ⑧長野 33 40.1 ⑨長野 32 37

⑩岐阜 34 98.5 ⑨長野 41 31.6 ⑩福岡 29 57.9 ⑩福岡 27 37.1 ⑨奈良 29 18.6 ⑨埼玉/奈良 32 43/15

全国 1,035 1,484 全国 1,142 1,320 全国 1,023 1,291 全国 831 1,155 全国 858 1,284 全国 922 1,280

製造業の国内回帰
○ 2016年～2022年で20社が国内回帰している。
○ 工場立地件数において、本県は2022年時点で全国５位。

出典 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング出典 日経ビジネス
工場立地件数の全国順位の推移

出典 経済産業省｢工場立地動向調査｣ 32



ECの拡大による物流需要の増加
○ EC市場規模の拡大に伴い、宅配便の取扱い件数は５年間で約10.8億個（+23％）増加。
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交通網の充実（縮まる移動時間）
○ 1985年に150分圏域であった洲本市などが明石海峡大橋の開通により90分圏域に。また新温泉町は2015年には180分圏域に短縮
山陰近畿自動車道、播磨臨海地域道路など「基幹道路八連携軸」が完成することにより更に、移動時間の短縮が見込まれる。

出典 兵庫県資料
34



県内におけるＩＣ周辺等での産業用地需要の高まり①

加西IC
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三木小野IC

阪神高速道路
湾岸線

豊岡北JCT・IC～城崎温泉IC

○新名神高速道路など交通網の充実に伴って、ＩＣ周辺等での産業用地需要が高まっている。

プロロジスパーク神戸

プロロジスパーク猪名川

ＧＬＰアルファリンク尼崎

アマゾン尼崎フルフィルメントセンター

ひょうご小野産業団地

名神湾岸連絡線
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出典 加西市提供資料

加西インター産業団地地区地区計画
（H31.3.26決定、約48.0ha）
【土地利用の方針】
周辺の環境に配慮しつつ、 秩序ある産業
地としての土地利用を進める。

加西インター産業団地（市街化調整区域）
中国自動車道加西IC周辺の市街化調整区域において、加西市が地区計画を決定し産業団地を整備している。（第１期事業）
現在、IC南側において、第２期事業の実施が計画されている。

県内におけるＩＣ周辺等での産業用地需要の高まり②
○新名神高速道路など交通網の充実に伴って、ＩＣ周辺等での産業用地需要が高まっている。
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ポストコロナ社会における暮らし方・働き方の変化
に関するデータ
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出典 内閣府｢第２回新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査
（令和2年12月）

雇用型テレワーカーの割合（H28-R4）

テレワークの継続意向等（R5.3時点）

オンライン授業の受講状況

テレワーク等、オンライン化の進展
〇 コロナ禍を受け、テレワーカーが急増。雇用型テレワーカーの87％がテレワークを継続する意向がある。
〇 大学・大学院におけるオンライン授業も浸透。
○ 新型コロナウイルスの５類移行に伴い、企業には出社回帰の動きも見られるが、変化は緩やかであり、テレワークが一定定着していることが想定される。

出典 Job総研 「コロナ5類移行に伴う意識調査」（令和5年4月）出典 国土交通省｢令和４年テレワーク人口実態調査 調査結果（概要）｣ 令和5年3月 38



コロナ後の行動範囲の変化、居住地選択において通勤時間・距離を考慮する割合
〇 コロナ後、自宅から離れた都心・中心市街地への往来が減少。（住まい近傍での生活機能充足のニーズの高まり）
〇 コロナ以降であっても、転居意向のある人のうち居住地選択において通勤時間や距離を考慮する人の割合は地方、大都市圏ともに約７割。

居住地選択において通勤時間・距離を考慮する割合

39
出典 国土交通省
｢都市計画基本問題小委員会中間とりまとめ 参考資料｣



サテライトオフィス・コワーキングスペースの需要
〇 サテライトオフィスやコワーキングスペースに対するニーズが高まっている。

出典 国土交通省
｢デジタル化の急速な進展やニューノーマルに対応した
都市政策のあり方検討会 中間とりまとめ 参考資料｣

※三菱地所㈱「15,000人就業者アンケート」調査
（2020年６月19日～23日）を基に国交省が作成
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コロナ禍を受けた移住ニーズの高まり

全国の移住相談件数の推移

出典 総務省｢令和３年度における移住相談に関する調査｣

都道府県別移住相談件数（R3年度）

出典 国土交通省 ｢令和４年度テレワーク人口実態調査｣（令和５年３月）

図３ 転居意向の内訳（R4年度）

〇 令和３年度の移住相談件数は過去最多で、兵庫県は全国で２番目に相談件数が多かった。
〇 東京圏在住者の若い年代（15～39歳）ほど｢転居意向あり｣の割合が高い。

図４ 年代別転居意向の内訳（R4年度） 41



多拠点居住や田舎暮らしのニーズの高まり
〇 コロナ後の2020年以降に多拠点生活実施者・検討者が増加。
〇 地方都市、農村、山村への移住を希望する人が増加。
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出典 一般社団法人不動産流通
経営協会｢複数拠点生活に関する
意向調査｣ （2022.3）

出典 ふるさと回帰支援センター｢移住希望地
ランキング｣ （2022）

移住希望地域類型の推移

複数拠点生活実施者実施開始年と実施意向者の検討開始年
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